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Based on the optical rotatory effect of liquid crystal, we have fabricated a compact and efficient optical device
for control of space-variant polarization.  Using this device we generated vector beams that have axially-
symmetric polarization from a linearly-polarized beam.  In this paper, we describe the measured characteris-
tics of polarization distributions and beam patterns in the near- and far-field regions, comparing these with
theoretical predictions.
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1．はじめに

一般に用いられるレーザービームは直線偏光や円・楕
円偏光であるが，より一般的な偏光状態として空間的に
偏光分布を持つものがあり，それらはベクトルレーザー
ビームとよばれる．円形導波管ではTMおよびTEモードが
存在し，レーザー光は最低次の導波管モードであるTM01
またはTE01に対応する伝搬モードがあり得る．これらは
Maxwell方程式を円筒座標系（ビームの伝搬方向をz軸とす
る）で解くことによって求められる電磁波伝搬解であり，
伝搬軸（光軸）に対して対称なベクトル電磁場を持つことか
ら軸対称偏光（Axially-symmetric polarization: ASP）とよばれ
ている．特に最低次解であるTEM01*モードは，Fig. 1に示
すようにビーム中心から半径方向もしくは方位角方向に
空間偏光分布を持つので，それぞれラジアル偏光（R-
TEM01*，同図（a）），アジミュサル偏光（A-TEM01*，同図
（b））とよばれている．
これらのモードは，物質の光応答に偏光依存性がある
場合において，相互作用が直線（もしくは円）偏光と異なっ
た特性を示すため，近年急速に注目されてきた．特にラ
ジアル偏光ベクトルビームは，伝搬軸（光軸）に垂直な方向
に振動する電場（横電場）だけでなく，集光スポット内部に
光軸に平行な方向に振動する電場（縦電場）が横電場と同程
度の強度で存在することが知られている．例えば，軸対
称の横電場はレーザー加工1,2）およびレーザー核融合への
応用1）が，縦電場はプラズマ波を用いないレーザーによる

直接粒子加速3-7），表面第二次高調波発生による半導体表
面の診断8）と半導体リソグラフィーマスクの表面画像診
断9），あるいは単分子双極子による高解像度顕微鏡10）への
応用が，そして横電場と縦電場を両方用いることで光ピ
ンセット11）への応用が行われるなど，様々な分野でベク
トルビームの活用方法が提案されている．
これらの応用は，総じてレーザー技術の進歩によって
ASPベクトルビームを発生できるようになったためであ
り，その代表的な発生手法はレーザー共振器内の横モー
ドを選択するもの12-17）と，それを共振器外で行うもの18-21）

がある．しかし，いずれも多くの光学素子を必要とする
ために光学系は複雑であり，ベクトルビームの応用範囲
を広げるにはより簡便で高効率のASP発生技術の開発が不
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Fig. 1 Electromagnetic field vectors of axially-symmetric
polarized (ASP) vector beams ((a): radial polariza-
tion and (b): azimuthal polarization).  White and
Black arrows denote directions of electric and mag-
netic field vectors, respectively.
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可欠である．この問題を解決すべく，我々は液晶の旋光
性を用いた偏光制御板22）と位相シフターとを組み合わせ
て用いることにより， ASPベクトルビームを発生させる
ことに成功した．我々はこの光学素子を軸対称偏光制御
板（Axially-symmetric polarizing plate: APP）とよぶ．APPは
液晶の旋光性を利用して，既存の直線偏光レーザー光
（TEM00モード）を直接ASPベクトルビームへと変換するの
で，高効率であるばかりでなく，装置構成が簡便で扱い
易いのが特長である．本論文では，APPにより変換される
ASPベクトルビームの特性を，液晶の旋光性及びフレネル
回折積分により計算した伝搬特性と比較して述べる．

2．軸対称偏光ベクトルレーザービームの伝搬特性

直線偏光レーザービーム（TEM00モード）をAPPにより位
相・偏光制御すると，その強度分布はガウス関数であり
ながらも空間偏光分布はASPとなる．したがってこのよう
なビームの伝搬はフレネル回折積分を用いて計算するこ
とができる．Fig. 2は，有限開口のビームが集光する様子
を幾何光学を用いて示したものである．まず，平面0上の
入射ビームは，電場振幅l0（θ）と空間偏光分布を持つ平面
波であると仮定する．物体平面0の複素振幅が像平面sへと
変換される理想的な場合を考えると，収差の無いレンズ
によって平面波l0（θ）は球面波l1（θ）に変換され，平面sで回
折限界にまで収束される．ここで平面0内に含まれる半径
方向の単位ベクトル ĝ0を考え，

ˆ ˆ cos ˆ sin ,g x y0 = +φ φ 1( )

と与える．ここでφはx軸からの方位角， x̂と ŷは直交座標
系におけるx軸及びy軸の単位ベクトルを表している．また
光軸に沿った単位ベクトルを ẑとすれば，方位角方向の単
位ベクトルは ĝ0  × ẑと表される．したがって平面0上の電
場ベクトル e 0( )は，半径方向の成分 eρ
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と記述できる．ここでl0（θ）は平面0におけるビームの相対
的な電場振幅であり，半径方向には変化するが光軸に対

して軸対称である．例えば，TEM00モードの入射光であれ
ばガウス関数を与える．k，ωはそれぞれ入射ビームの波
数と角周波数である．焦点付近のベクトル電場 e s( )は，球
面1のベクトル電場 e 1( )（θ，φ）をフレネル回折積分するこ
とにより23），
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と求められる．したがって，入射ビームのベクトル電場
e 0( )と光線の傾きαを選ぶと，焦点近傍でのベクトル電場
e s( )を制御することができる．ラジアル偏光ベクトルビー
ムは式（3）において eϕ

0( )  = 0とすると求めることができ，そ
の横電場 eρ

s( )と縦電場 ez
s( )は
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で与えられる．また，アジミュサル偏光ベクトルビーム
の場合は，式（3）において eρ

0( )  = 0とすることにより求めら
れるが，横電場のみが存在し，縦電場は存在しない．し
かし，Fig. 1 （b）で示した光軸に垂直な方向に振動する磁
場（横磁場）を持つために，光軸に平行な方向に振動する磁
場（縦磁場）が存在する．

3．液晶を用いた偏光制御板

3.1 液晶の旋光性
ネマティック（Nm）液晶は，分子軸に平行な光学軸を持
つので，局所的には単軸結晶として扱うことができる異
方性媒質である．ツイストNm液晶分子はFig. 3に示すよう
にセル内で螺旋状に回転しながら並ぶので，光学軸が連
続的に捻れて配置される．このような屈折率分布を持つ
結晶は，入射光の偏光面を回転（旋光）させる性質を持つ．
このときのジョーンズ行列は，次のように解析的に求め
ることができる24）．
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Fig. 2 Geometrical description of a focusing of the ASP
beam.
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λはレーザーの波長，dは液晶セルの厚み，ηは表面反射に
よる強度損失，Φ0は常光線の屈折量，2βは複屈折量，ψは
液晶分子のチルト角，ϕSはレーザー入射側の液晶の配向
ベクトルとx軸とのなす角，ϕEは出射側の液晶の配向ベク
トルとx軸とのなす角である．このときツイスト角∆ϕは常
に弾性ツイストエネルギーを最小にするように- π/2 < ∆ϕ
< π/2の条件を満たす．
本研究で用いたNm液晶（Merck & Co., Inc.社ZLI-3125）
は，常光線の屈折率noと異常光線の屈折率neがそれぞれ
1.467，1.519である．ここで問題となるのは旋光性がセル
の厚さに依存することである．これは出射光が直線偏光
でなく楕円偏光となるためであり，液晶分子のツイスト
に沿った軸を持つ．よって，Nm液晶により旋光した直線
偏光レーザー光をその偏光面と垂直な軸をもつ偏光子を
用いて調べることができる．チルト角ψが0˚のときの偏光
子透過率T（すなわち消光比）はGooch-Tarryの式を用いて，

T u u= +( ) +( )−sin ,2 2 21 1∆ϕ 17( )

と計算できる25）．ここで， u d n n= ( ) − ( )−π λ ϕe o0 ∆ であ
る．式（17）によりdが一定であるならば，ツイスト角に
よって透過率が変化することが分かる．よってZLI-3125を
用いた場合，チタンサファイアレーザーの波長（λ = 800
nm）に対してセルの厚みを12.5 µmとすれば，ツイスト角
が0 ≤ ∆ϕ- ≤ 90˚範囲において式（17）であたえられる透過率
が2.0 %以下（∆ϕ- = 90˚ならばT = 0.2 %）となるので，出射
光はほぼツイスト角だけ旋光した直線偏光となる．

3.2 軸対称偏光制御板
Nm液晶の旋光性を利用して直線偏光を軸対称偏光に変
換する軸対称偏光制御板（APP）を製作した．その概要を
Fig. 3に示す．2枚の合成石英基板（直径80 mm，厚さ10
mm）にポリビニルアルコール（Polyvinylalcohol: PVA）を100
nm程度の厚さでスピンコートした後に，100 ˚Cのオーブ
ンで10分間加熱した．次に，レーザー入射側基板のPVA
面には一方向に，レーザー出射側には同心円状にそれぞ
れラビング処理した．そして，基板間に厚さ12.5 µmのカ
プトン箔をスペーサーとして挿入し，Nm液晶（ZLI-3125）
をその間隙に充填した．このときのNm液晶のツイスト角
∆ϕ-の空間分布をFig. 4に示す．以上の方法でAPPを製作し
た場合には，必ず基板中心を通りx軸に沿って液晶のツイ
スト方向が不特定な欠陥領域（欠陥線）が必ず存在する．
Nm液晶の旋光性によって，入射レーザーの偏光方向が

入射側の液晶の配向方向（ラビング方向）に平行であればア
ジミュサル偏光に，垂直であればラジアル偏光に変換さ
れる（Fig. 3は後者に対応）．しかしこのままだと完全な
ASPではない．なぜならば，光軸に対して対称な位置での
電場振動は同位相となり，電場ベクトルの向きが同じに
なるからである．これを解決するにはx軸（欠陥線）を境界
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Fig. 3 Schematic explanation of the axially-symmetric po-
larizing plate (APP) based on the optical rotatory of
liquid crystal.  Arrows denote polarization direction.
A laser beam with linear polarization through the
phase shifter is directly converted to that with radial
polarization.
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Fig. 4 Distribution of twist angle ∆ϕ- of liquid crystal mol-
ecules in an APP.  Jump of ∆ϕ- along x axis creates a
defect line in the alignment of liquid crystal mol-
ecules.
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として上下に位相差πを与えればよいので，入射基板の外
面の上半分（あるいは下半分）にSiO2膜を電子ビーム蒸着し
て位相シフターとした．本研究では，堆積された蒸着膜
の屈折率と膜厚の測定値は1.453，892 nm（光学長の差は
404 nm）であり，波長800 nmのレーザー光に対して位相差
がほぼπの位相シフター板としてはたらく．

3.3 軸対称偏光ベクトルレーザービームの発生
製作したAPPを使ってASPベクトルビームを発生させ，
近視野での偏光・位相分布と遠視野での強度パターンお
よび偏光分布を調べた．光学系をそれぞれFig. 5 （a），（b）
に示した．測定にはチタンサファイアレーザーの代わり
に，安定したレーザー出力で高精度な測定が行えること
から，波長780 nmの多モード半導体レーザーを用いた．
まず消光比200：1の偏光子によりy軸方向の偏光成分のみ
を取り出し，楕円ビームパターンの半導体レーザー光を
円形アパーチャ（直径2 mm）により切り出した．そして，
そのビームを10倍のアフォーカル望遠鏡（無焦点望遠鏡）に
よりビーム径20 mm（半値全幅）まで拡大した．このとき単
一モードのみを取り出すためにレンズの遠視野位置にピ
ンホール（直径25 µm）を挿入し，低次空間モードのみを抽
出した．
ラジアル偏光，アジミュサル偏光の選択は極めて簡単
であり，APPをx - y平面内で90˚回転させることによって可
能である．このことは液晶APPの特長の1つでもある．
まずAPPの透過光をパワーメーターにより測定すると，
その透過率は91.1 ± 0.5 %であった．基板と空気の境界面
での反射損失（8.2 %）を考慮すると，液晶の吸収損失はほ
とんど無視できる．Fig. 6は近視野での偏光分布の測定結

果である．ここで，Fig. 5（a）に示す光学系においてAPP出
射直後のASPベクトルビームのみをCCDカメラ上へ縮小像
転送し，検光子（偏光方向を白矢印で示す）を通過した強度
分布を観測した．この図から，ラジアル偏光ベクトル
ビームは検光子と平行な軸上が，アジミュサル偏光ベク
トルビームは垂直な軸上が最も強い強度分布となり，Nm
液晶によってビーム断面内で部分的に異なる角度で旋光
していることが分かる．またビーム中心から対称にNm液
晶の欠陥線が存在するのも確認でき，その幅は約10 µmで
あった．Fig. 6の強度分布の明暗から式（17）で示される消
光比を見積もったところ，ツイスト角が90˚の部分では0.8
± 0.5 %と良好な結果が得られ，理論的予測とほぼ一致し
た．
次に，Fig. 5（a）に示すマッハツェンダー干渉計によりラ

ジアル偏光ベクトルビームの空間位相分布を測定した．
参照光はy軸方向の直線偏光の平面波である．Fig. 7 （a）は
その実験結果であり，同図（b）は，位相シフター板による
位相差を考慮してNm液晶分子のジョーンズ行列（式（6）か
ら式（16））から求めた偏光・位相分布を基に平面波参照光
との干渉パターンを計算したものである．Fig. 7 （a）は，
CCDカメラ直前に検光子を挿入しなかったために参照光
と干渉しないx軸の偏光成分が観測されてはいるが，干渉
縞による位相分布測定には影響を与えるものではない．
位相シフター板の境界において干渉縞の位置を計算する
と，位相がπずれていることが分かり，計算結果とも良く
一致している．以上の結果から，製作したAPPを用いると
直線偏光レーザー光からビーム断面での強度分布を保ち

つつASPビームへと変換できることが明らかとなった．
最後に，このASPビームの遠視野における強度分布と空
間偏光分布について述べる．Fig. 8は，Fig. 5 （b）に示すよ
うに，上述のラジアル偏光（Fig. 8 （a））およびアジミュサ
ル偏光（Fig. 8（b））ベクトルビームをF/2の平凸レンズ（直径
40 mm）により集光し，その集光スポットパターンを対物
レンズ（× 10）を用いてCCDカメラ上に拡大像転送した観測
結果である．同図（a）の左側の写真のようにドーナツ状の
集光パターンとなるのは，近視野での電場が光軸を対称
に位相差πの位相分布を持つことにより，光軸上ではそれ
らが打ち消し合うからである．また，CCDカメラ直前に
検光子を挿入すると，同図（a），（b）の右側の写真のように
2つに分裂したパターンとなり，それぞれTEM01モードに
対応している．Fig. 8 （c）の実線はラジアル偏光ベクトル
ビームの場合（同図（a）の左側の写真）の水平方向のライン
プロファイルであり，波線は計算結果である．計算結果
は実験により得られたラジアル偏光ベクトルビームの近
視野強度分布（Fig. 6 （a）の一番左側の写真）を，式（4）に与
えてフレネル回折積分したものであり，測定結果と良く
一致していることが分かる．従って，APPにより位相・偏
光制御されたレーザー光は，遠視野ではTEM01*モードの
ベクトルビームであることが示された．

4．まとめ

我々は，液晶の旋光性を利用した偏光制御素子と位相

CCD

APP
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PL

MR

MR

MR

BS

BS

BS

LD
(a)

(b)

APAP

APAP

f=80 f=800

f=1000f=80

CCD

APPOL
(x10)

PL

PL

MR

MR

LD f=80 f=800

f=1000 f=40

Fig. 5 Experimental setup for measuring (a) the spatial-po-
larization and phase distributions in the near field
and for observation of (b) the spatial-polarization
distribution in the far field of ASP beams.  LD: Laser
diode, PL: Polarizer, AP: Aperture, BS: Beam split-
ter, MR: Mirror, APP: Axially-symmetric polarizing
plate, CCD: Charge coupled device.
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シフターを組み合わせた軸対称偏光制御板を開発した．
これにより直線偏光は約99 %の高効率でASPビームへと変
換される．このビームの近視野での偏光・位相・強度分
布および遠視野での偏光・強度分布を測定し，液晶の旋
光性を表すジョーンズ行列と遠視野での電場振幅分布を
表すフレネル回折積分の結果と比較解析することで，こ
のビームが軸対称偏光のベクトルビーム（TEM01*モード）
であることが明らかとなった．また，この光学素子の損
傷しきい値は波長1053 nm，パルス幅1.0 nsに対して10 J/
cm2と比較的高く，また直径50 mmの1 TWチタンサファイ
アレーザーパルス（パルス幅132 fs，繰り返し10 Hz）を5分
間照射しても偏光特性に劣化が無いことを確認した．液
晶セル基板を薄くすることによってさらに超短パルスの
高強度レーザーにも適用可能であり，高強度超短パルス
軸対称偏光ベクトルビームを使った応用も考えられる．
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